
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

尾道市営住宅等指定管理者募集要項 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年８月 

 

尾道市まちづくり推進課



 

目 次 

 

第１ 管理運営の基本方針・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １ 

   

第２ 対象となる施設の概要・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １ 

   

第３ 管理にあたっての条件・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ２ 

１ 指定管理者が行う管理業務の範囲・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ２ 

２ 管理にあたっての基本的事項・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ３ 

３ 指定管理の期間・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ４ 

４ 管理運営に要する経費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ５ 

５ 管理業務の実施の基準・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ６ 

６ 市と指定管理者との責任及びリスクの分担・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ７ 

７ 個人情報の保護及び情報公開・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ９ 

８ 市による立入検査等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １０ 

９ モニタリング・連絡会議・入居者アンケートの実施・・・・・・・・・・・・・・ １０ 

   

第４ 応募手続・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １１ 

１ 応募資格等について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １１ 

２ 募集要項等の配布・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １１ 

３ 応募書類・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １２ 

４ 提出部数・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １３ 

５ 受付期間及び提出先・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １３ 

６ 質問の受付等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １３ 

７ その他応募書類の取扱い等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １３ 

   

第５ 指定管理者候補者の選定・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １４ 

１ 選定方法及び選定基準・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １４ 

２ 選定結果の通知及び公表・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １５ 

３ 選定結果の取り消し等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １６ 

４ 指定管理者の指定・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １６ 

５ 協定の締結・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １６ 

６ 指定管理開始にあたっての準備等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １７ 

   

第６ 指定の取り消し等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １７ 

１ 管理業務開始前の指定の解除・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １７ 

２ 指定の取り消し及び管理業務の一部停止・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １７ 

３ 管理業務の継続が困難な場合の取扱い・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １７ 

４ 管理業務の引継ぎ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １８ 

   

配布資料等一覧・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １９ 

   



 1 

 尾道市は、市営住宅及びその共同施設（以下「市営住宅等」という。）の設置趣旨に沿った管

理業務を効果的・効率的かつ安定的に行うため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４

４条の２第３項及び尾道市公の施設における指定管理者の指定手続等に関する条例（平成１６年

尾道市条例第２号。以下「指定手続条例」という。）の規定により、市営住宅等の管理に関する

業務を行う指定管理者の候補者を募集します。 

 

 

第１ 管理運営の基本方針                                

 

 指定管理者は、市営住宅等の管理業務の遂行に当たり、次の基本方針に基づいて行うことにな

ります。 

 (1)  関係法令、条例、規則等を遵守し、市営住宅等の設置目的に沿った管理運営を行う。 

 (2)  入居者の平等な利用を確保し、差別的な取扱いをしない。 

 (3)  入居者の意見・要望を適切に管理運営に反映し、サービス向上に努める。 

 (4)  費用対効果の高い効率的・効果的な管理運営に努める。 

 

 

第２ 対象となる施設の概要（令和７年４月１日現在）                  

 

 (1)  団地数     ６１ 団地  

 (2)  管理戸数   １，２５６戸 

  ※ 所在地及び管理戸数等の詳細は、【添付資料１】「尾道市営住宅一覧表」及び【添 

   付資料２】「尾道市営住宅位置図」を参照してください。 

  ※ なお、指定管理期間中に「尾道市営住宅等長寿命化計画」に基づく統合建替え及び用途

廃止により、管理戸数及び附帯設備に変更が生じる可能性があります。 

    また、用途廃止した住宅であっても、当該住宅を除却するまでの間は、市の指示に基づ

き建物及び敷地の安全等に係る維持管理を行う必要があります。 

    指定管理期間中は、管理戸数の増減による指定管理料の変更は原則行わないこととします。 

 (3)  用語の定義について 

   本募集要項で用いられる用語の定義は、次のとおりです。 

①  市営住宅  尾道市営住宅設置、整備及び管理条例（平成９年尾道市条例第５０号）・

         尾道市単市住宅設置及び管理条例（昭和２９年尾道市条例第３１号）・尾道

         市特定公共賃貸住宅設置及び管理条例（平成１７年尾道市条例第８９号）に

         定める、市営住宅、改良住宅、特定公共賃貸住宅と住宅に附帯する施設設備

                総称です。 

  ② 団  地  市営住宅群の総称で、「市営○○住宅」という名称が、それぞれに付され

         ています。 

  ③ 共同施設  公営住宅法第２条第９号及び公営住宅法施行規則（昭和２６年建設省令第

         １９号）第１条に規定する、団地内に設置されている児童遊園、集会所、通 

         路、駐車場等の総称です。 

  ④ 家 賃 等  住宅使用料及び駐車場使用料の総称です。 
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第３ 管理にあたっての条件                               

 

１ 指定管理者が行う管理業務の範囲 

  指定管理者が行う管理業務の範囲は、次に掲げるとおりです。市と指定管理者との業務範囲

の区分の詳細については、【添付資料３】「市営住宅等管理業務分担詳細表」のとおりです。 

 (1)  入居者管理に関する業務 

  ① 一般管理業務 

    要望・苦情・相談の処理、入居者に対する居住指導、各種配布物発送等 

  ② 公募・入居業務 

    公募計画、「申込のしおり」の作成、入居申込の受付、抽選会、入居説明、鍵渡し、 

   台帳整理等（入居決定は市） 

  ③ 退去（検査）業務 

    明渡届の受理、退去検査、関係書類の整理、未納家賃の確認等（敷金還付は市）、 

  ④ 入居者異動業務 

    同居承認申請等と異動届等の受付・審査等（各種承認は市） 

  ⑤ 駐車場管理業務 

    駐車場使用申込書等の受付・審査、通知等（使用許可は市） 

  ⑥ 家賃等決定通知業務 

    収入申告書作成・送付・受理、通知、収入額再認定申請書の送付、受付、通知、家賃減

免申請書の送付、受付、通知等（家賃決定は市） 

  ⑦ 家賃等の収納・滞納整理業務 

    家賃等納付書の発送、家賃等の収納、家賃等滞納者名簿作成、家賃等滞納者への督促状

の発送、催告、通告、訪問指導（法的措置は市） 

 (2)  設備の維持・保守・管理に関する業務 

  ① 巡回点検業務 

    市営住宅等の巡回・監視・点検等 

  ② 保守管理業務 

    給排水設備維持管理・保守、エレベータ保守管理、消防設備点検、建築基準法に基づく

定期点検、点検台帳整理等 

  ③ 環境整備業務 

    敷地除草、樹木剪定、放置自転車・放置車両処理 

  ④ 防火管理業務 

    消防法に定める防火管理有資格者の配置及び防火管理業務の実施 

 (3)  修繕に関する業務 

  ① 空家修繕 

    募集住宅の退去検査後に、次の入居準備のために行う修繕 

  ② 一般修繕（各戸・共用部） 

   ア 入居者及び住宅管理人等からの連絡により行う修繕 

     ※「（別添02）修繕費用負担区分表」参照 

   イ 漏水・漏電・災害など、２４時間３６５日体制で対応する必要のある修繕 

  ③ 計画修繕 

    市営住宅等の長期維持・管理を行うために必要とする修繕（国庫補助事業以外のもの） 

 (4)  その他上記に掲げる業務に付随する業務 
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    各号の具体的な内容については、「尾道市営住宅等指定管理業務基準書（以下「業務基

準書」という。）」を参照してください。 

 

２ 管理にあたっての基本的事項 

 (1)  関係法令の遵守及び関係法令等の習得 

  ① 関係法令等の遵守 

    指定管理者は、管理業務の遂行に当たって、関係法令等を遵守してください。 

  ② 関係法令等の習得 

    指定管理者は、管理業務に従事する従業員(以下「従業員」という。）に対し、管理業

務開始前までに公営住宅法や尾道市営住宅設置、整備及び管理条例をはじめとする全ての

関係法令等を習得させてください。 

    また、開始後においても、関係法令等の習熟度を高めるため、従業員に対する関係法令

等研修を年１回以上実施するとともに、関係法令等の改正及び管理上の各種取扱通知等に

も的確に対応する体制を整えてください。 

 (2)  管理業務外部委託・請負に関する事項 

  ① 管理業務の一括委託等の禁止 

    指定管理者は、管理業務を一括して第三者に譲渡又は請け負わせることはできません。

ただし、管理業務の一部を他に委託し又は請け負わせる場合などについて、あらかじめ市

の承諾を得た場合には、専門の業者に再委託することは可能とします。 

  ② 修繕及び保守管理の第三者への委託 

    指定管理者は、管理業務のうち修繕及び保守管理(以下「修繕等」という。)を専門業者

等に委託又は請け負わせる場合には、次の要件を満たした上で処理を行う必要があります。 

   ア 業者選定 

    (ア) 業者選定は、原則、尾道市指名業者とします。その他の業者については、事前に 

      市の承諾を得てください。 

    (イ) 契約事務に係る処理規程等を整備し、責任関係を明確にしてください。 

    (ウ) 第三者の責めに帰すべき事由は、全て指定管理者の責めに帰すべき事由として責

任を負わなければなりません。 

   イ 選定業者の要件 

    (ア) 修繕は、建設業法の定めによる業者（許可業者、有資格者等）に請け負わせてく

ださい。 

    (イ) 保守管理は、関係法令の定めによる業者（許可業者、有資格者等）に請け負わせ

      てください。 

   ウ 履行の確認 

    (ア) 修繕等を外注する場合は、監督・検査体制を確保してください。 

    (イ) 工事期間中は、監督員を指定して施工状況を適宜監督してください。 

    (ウ) 工事が完了した場合は、検査員を指定して検査を実施してください。 

 (3)  従業員の労務管理に対する事項 

  ① 基本的事項 

    指定管理者は、市営住宅等を予定外に機能停止できないことを念頭に置き、従業員の雇

用及び労務管理を徹底し、管理業務の遂行に必要な体制を整備してください。 

  ② 労務管理の責任 

    指定管理者は、従業員の労務管理の一切の責任を負います。また、管理業務の処理によ
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   り生じた従業員の災害については、指定管理者は全ての責任を持ち、その理由の如何に因

   らず、市は一切の責任を負わないものとします。 

  ③ 従業員の啓発 

    指定管理者は、従業員に対して管理業務の遂行に必要な研修の実施及び講習会への参加

を促進してください。特に、個人情報の取扱いや防犯対策・防災対策等の安全対策につい

て、従業員を指導してください。 

 (4)  管理業務の経理に関する事項 

  ① 専用口座の開設 

    指定管理者は、管理業務に係る経理とその他業務（法人等の固有業務等）に係る経理を

区分するとともに、管理業務に係る経費は専用の口座を設けて管理してください。 

  ② 帳簿及び書類の作成と保管 

    指定管理者は、指定管理期間中における管理業務に関わる全ての収入及び支出を事由ご

とに明確に示した計算書を作成し、それらに係る根拠書類を保管してください。 

  ③ 出納記録簿の作成 

    指定管理者は、指定管理期間中における現金及び物品の出納に関する記録簿を作成して

   ください。 

  ④ 決算書の作成 

    指定管理者は、毎年度、収支を明らかにする決算書及び事業報告書を作成し、市に提出

   してください。 

  ⑤ 処理規程の整備 

    上記を踏まえ、管理経費に係る処理規程等を整備してください。 

  ⑥ 情報公開との関係 

    管理業務に係る経理等に関する書類及び資料は、市において情報公開請求の対象となり

ます。 

  ⑦ 監査 

    管理業務に係る費用等は、市が行う監査の対象となります。 

 (5)  環境対策 

    指定管理者は、管理業務を行うに当たり、次のような環境への配慮に留意してください。 

  ① 物品の購入 

    環境に配慮した商品やサービスの購入（グリーン購入）を推進し、廃棄にあたっては資

   源の有効活用や適正処理に努めてください。 

  ② 環境への配慮 

    電気・ガス・上水道・ガソリン・コピー用紙等の使用量及びゴミの排出量の削減などの

   取組を推進し、環境に配慮した行動を推進するように努めてください。 

 (6)  生活への不当な介入の禁止 

    指定管理者は、入居者に対する不当な生活介入は、いかなる理由があっても禁止します。 

 (7)  保険への加入 

    施設における事故等に備えた対応（保険への加入）については、火災保険は市が加入し

ますが、その他業務遂行上必要となる保険への加入は、指定管理者の負担とします。 

 

３ 指定管理の期間 

  令和８年４月１日から令和１３年３月３１日までの５年間とします。 

 (1)  指定管理の期間は、議会での議決を経て、正式に確定します。 
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 (2)  確定後であっても、指定管理者による管理業務を継続することが適当でないと認めると

きは、その指定を取り消し、又は期間を定めて管理業務の全部又は一部の停止を命じるこ

とがあります。（地方自治法第２４４条の２第１１項） 

 

４ 管理運営に要する経費 

   管理業務に係る指定管理者の収入は、市が支出する指定管理料のみです。 

    

 (1)  指定管理料 

  ① 市は、指定管理者に対して、管理業務に要する費用（以下「指定管理料」という。）に

ついて、年度ごとの指定管理基準額の範囲内で指定管理者へ支払います。 

  ② 指定管理料は、次項で示す基準額の範囲内で、指定管理者から提案された額を上限とし

   て、年度ごとに協定書で定めます。 

  ③ 指定管理料には、人件費、管理事務運営費(消耗品費、光熱水費、通信運搬費、賃借料、

   保険料等）、修繕料、保守点検費、委託料、公課費等を含むものとします。 

 (2)  指定管理基準額 

    ① 指定管理料として、市が負担する年度ごとの上限額（消費税及び地方消費税相当額を含

む。）は、次表のとおりとします（税制の変更についてはＰ８のリスク分担表を参照）。 

② 受託金提案書（別記様式７）には、指定管理基準額以下（指定管理者が行うべき修繕費

を含む。）の金額を提案してください。なお、各年度の基準額を超える提案は失格としま

す。 

③ 計画修繕は、指定管理者による提案を受け、市が内容を精査し、年度ごとに市の承認を

受けてください。 

④ 空家修繕及び一般修繕費の執行は、計画修繕に係る費用により調整（計画の前倒し又は

先送り）することができるものとします。  

年度 
指定管理基準額 

（上限額） 

左記のうち、指定管理者が行う 

修繕に係る費用の目安 

令和８年度 １０１，５００千円 概ね６３，０７６千円／年度 

修繕費の執行は、計画修繕 

に係る費用により調整（計 

画の前倒し又は先送り）す 

るものとする。      

令和９年度 １０２，３００千円 

令和１０年度 １０３，１００千円 

令和１１年度 １００，０００千円 

令和１２年度 ９８，１００千円 

合計 

 
５０５，０００千円 ３１５，３８０千円 

 （3） 家賃及び駐車場使用料の収納率による減額 

   【基準収納率】 

①  家賃の現年度分収納率 ：９８．５０％ 

② 駐車場使用料（現年度分＋過年度分）収納率：９９．０％ 

それぞれの収納率が基準収納率を下回った場合には、次の計算式の減額率により算出し

た額を翌年度の指定管理料から減額します。 

     なお、指定管理最終年度については、年度途中で収納率を算出し、当該年度の管理費用

で減額調整します。 

（率は、小数点以下第３位を四捨五入し、少数点以下第２位までとします。） 
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     減額率＝（家賃：下回った収納率）＋（駐車場使用料：下回った収納率×１／５） 

 

（例） 家賃９８．００％、駐車場使用料９８．８０％の場合には、指定管理料を０．５４％

減額することになります。 

 (4)  指定管理料の支払い方法等 

    指定管理料は、年度ごとに指定管理者からの請求に基づき支払うこととし、支払の方法、

回数、時期等については、協議の上、年度ごとに協定で定めます。 

 (5)  指定管理料の精算 

  ① 指定管理料については、適正な管理業務運営の中で指定管理者の経営努力による剰余金

が発生した場合、原則として精算による返還を求めません。ただし、事業報告書の内容を

確認の上、不適切と認められる支出が確認された場合は、精算による返還を求めます。 

  ② 指定管理料が不足する場合は原則として増額はしません。ただし、法令改正、災害等不

   測の事態等により、対象経費に大幅な増減が生じた場合には、市と指定管理者において協

   議の上、予算の範囲内で対応するものとします。 

 

５ 管理業務の実施の基準 

  指定管理者が、指定期間中における本管理業務遂行に必要な実施の基準については、次のと

おりとします。 

 (1)  実施体制 

  ① 窓口・管理事務所 

   ア 管理事務所の設置 

     指定管理者は、入居者との窓口対応や電話で問い合わせ等を行う管理事務所（受付窓

    口）を市内に１か所以上設置してください。また、来客用駐車場（２台以上）や駐輪場

    を必ず確保してください。 

     管理事務所の所在地は、市との連絡調整及び公共交通機関によるアクセスが容易な場

所に設置するよう考慮し、事前に市の承諾を得てください。 

   イ 管理事務所に係る費用負担 

     管理事務所の建物の賃借料、共益費、備品の購入等については指定管理者が負担する

とともに、駐車場等利用料、光熱水費等の事務所使用に係る経費についても指定管理者

の負担となります。 

②  窓口の開設時間 

    窓口の開設時間は、土曜日、日曜日、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７

８号）に規定する休日、及び１２月２９日から翌年の１月３日までを除く平日の午前８時

３０分から午後５時１５分までとします。 

    ただし、窓口を開設していない時間であっても急に対応を要することについては支障な

く受付を行ってください。 

  ③ 休日・夜間での対応 

    窓口業務の時間外及び休日等に発生する緊急を要する修繕、災害・事故等に関する業務

は、土曜日、日曜日、国民の祝日及び年末年始も含め、２４時間の対応を行ってください。 

  ④ 連絡体制の整備 

    市との連携を図り、窓口業務時間外及び休日等の緊急修繕、災害・事故等における連絡

   体制を整備してください。特に、火災や災害等、緊急な対応を要する場合は、市と連絡を

   密に取り、市の指示に従ってください。 



 7 

  ⑤ 事故時の対応 

    管理業務の遂行に伴い事故（人身事故及び物損事故）が発生したときは、直ちに市に報

告し、適切な処理を行ってください。なお、重大な事故が発生したときには、その対応方

法について市と協議してください。 

  ⑥ 入居者に対する周知  

    指定管理者の行う管理業務の内容及び管理事務所等の案内について、日常業務の中で機

会あるごとに入居者に対して周知を図るよう努めてください。 

 (2)  目的外使用 

    管理業務以外の目的で指定管理者が敷地や施設を使用する場合及び第三者に対する敷

地や施設の目的外使用の許可は、指定管理者への業務の範囲に含まれませんので、指定管

理者で使用の可否について判断することはできません。また、指定管理者が使用を必要と

する場合は、あらかじめ市と協議し、許可を得る必要があります。 

    また、指定管理者は、市営住宅及び敷地内において、管理業務に関連のない物品の斡旋・

販売等の行為は、一切行うことはできません。 

 (3)  その他 

① 備品、消耗品等の取り扱い 

    指定管理者が自ら購入し、又は搬入し保管を要する備品等については、指定管理者の所

有とします。 

市が指定管理者に貸与する備品等を、指定管理者の故意又は過失により破損又は滅失し

た場合は、指定管理者の負担により購入又は調達するものとします。 

  ② 文書の保存・管理 

    指定管理者は、管理業務に関して作成し、又は取得した文書を適正に管理し保存するも

のとします。なお、指定管理期間満了後は、市の指示に従って全て引き渡すこととなりま

す。 

  ③ 報告書の提出 

   ア 指定管理者は、毎月の管理業務の実績等について月例報告書を作成するとともに、毎

年度終了後及び指定期間満了後に事業報告書を作成し、市に提出することが必要となり

ます。また、市が必要と認めるときは随時報告を求めます。 

   イ 報告書の内容については、管理業務の実施状況、施設の利用状況、管理業務に要した

経費等の収支状況等で、具体的には基本協定の中で定めます。 

   ウ 地方自治法第２４４条の２第１１項の規定によりその指定が取り消され、又は管理業

務の全部若しくは一部が停止された場合、指定管理者は事業報告書を作成し、直ちに市

に提出することが必要です。 

   エ 市監査委員が監査等を行うために必要があると認める場合、別途報告書の提出を求め

る場合があります。 

 

６ 市と指定管理者との責任及びリスクの分担 

 (1)  基本的な考え方 

    指定管理者は入居者の被災に対する第一次対応責任を有し、市営住宅等又は入居者に被

災があった場合は、迅速かつ適切に対応し、災害の拡大防止に努めるとともに、直ちに市

に報告する義務を負います。 

 (2)  責任及びリスク分担 

    管理業務に関する責任及びリスク分担については、次の表のとおりとします。ただし、
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   判断のつかない事案等詳細については、市と指定管理者の協議により定めることとします。 

        市営住宅等及び共同施設の管理業務に係る責任分担表  ＊○印が責任負担者 

区 分 内 容 
負担者 

指定管理者 市 

書類の誤り 仕様書等市が責任を持つ書類の誤りによるもの  ○ 

事業報告書等指定管理者が提案した内容の誤りによる

もの 
○  

周辺地域・住民へ

の対応 
地域との協調 ○  

管理業務に対する住民からの要望 ○  

上記以外  ○ 

支払の遅延 市から指定管理者への経費の支払遅延によるもの  ○ 

指定管理者から業者等への経費の支払遅延による

もの 
○  

施設及び設備の損

傷 

指定管理者が適切な維持管理を実施しなかったこ

とによるもの 
○  

上記以外 小規模なもの ○  

上記以外  ○ 

資料等の損傷 指定管理者の善管注意義務を怠ったことによるも

の 
○  

上記以外 小規模なもの ○  

上記以外  ○ 

入居者及び第三者

への賠償 

指定管理者が行う管理業務に起因する事故、指定管

理者の管理業務等の不備に起因する事故及び指定

管理者が善管注意義務を怠ったことにより損傷を

与えた場合 

○  

上記以外  ○ 

セキュリティ 指定管理者が適切な管理をしなかったことによる

情報漏えい、犯罪発生等 
○  

 

       市営住宅等及び共同施設の管理業務に係るリスク分担表 ＊○印がリスク負担者 

区 分 内 容 
負担者 

指定管理者 市 

物価及び金利の変

動 

通常の物価変動及び金利変動による経費の増加 
○  

法令の変更 管理業務の運営に影響を及ぼす法令変更  ○ 

指定管理者に影響を及ぼす法令変更 ○  

税制度の変更 消費税及び地方消費税等の税率等の変更  ○ 

法人税、事業所税等の税率等の変更 ○  

政策的理由による

事業変更 

政策的理由により管理業務の継続に支障が生じた

場合又は義務内容の変更を余儀なくされた場合の

経費及びその後の管理業務における当該事情によ

る経費の増加 

 ○ 



 9 

資金調達 経費の支払遅延（市→指定管理者）によって生じた

もの 
 ○ 

経費の支払遅延（指定管理者→業者）によって生じ

たもの 
○  

不可抗力 計画段階で想定していない不可抗力（暴風、豪雨、

洪水、地震、落盤、争乱等の市又は指定管理者いず

れの責めに帰すことができない自然的又は人為的

な現象）による経費の増加等 

 ○ 

管理業務終了時

の費用 

指定管理期間が満了した場合又は指定管理期間中

途において指定の取消し等により管理業務を中止

した場合における徴収、引継等に要する費用 

○  

 

 

７ 個人情報の保護及び情報公開 

 (1)  個人情報保護の基本的事項 

    指定管理者は、個人情報の保護の重要性を認識し、管理業務を実施するにあたって取り

扱う個人情報については、個人情報の保護に関する法律(平成１５年法律第５７号）、そ

の他の個人情報の保護に関する法令等の規定に従い、入居者個人の権利や利益を侵害する

ことのないよう情報を適正に取り扱わなければなりません。 

 (2)  個人情報保護規定の整備及び周知 

    指定管理者は、(1)の規定に基づき、従業員に対し、管理業務の遂行により知り得た個

人情報の内容を他人に知らせ、又は不当な目的に利用してはならないこと、個人情報の不

当な利用及び提供に対して罰則を適用する可能性があること、その他個人情報の保護に関

して必要な事項を周知しなければなりません。  

    また、指定管理者は、取り扱う個人情報の適切な管理が図られるよう個人情報保護の規

   定・マニュアルの整備に努め、従業員に対しても管理業務の遂行に必要な研修を実施する

   など、必要かつ適切な監督を行わなければなりません。 

 (3)  指定管理期間後の取り扱い 

    個人情報の保護については、指定管理期間が満了、若しくは指定を取り消された場合で

   あっても、遵守しなければなりません。 

 (4)  守秘義務 

    指定管理者の従業員は、在職中及び退職後においても、業務上知り得た内容を第三者に

洩らしたり、自己の利益のために使用するなど、不当な目的に利用してはなりません。 

 (5)  適正な管理 

    指定管理者は、取り扱う個人情報について、漏えい、滅失又はき損の防止その他の個人

   情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければなりません。 

 (6)  収集の制限 

    指定管理者は、管理業務を遂行するために個人情報を収集するときは、必要な範囲内で、

適法な手段により行わなければなりません。 

 (7)  目的外利用及び第三者への提供の禁止 

    指定管理者は、市の指示又は承諾がある場合を除き、知り得た個人情報を指定管理者が

行う管理業務以外の目的に利用し、又は第三者に提供することはできません。 

 (8)  複写及び複製の制限 
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    指定管理者は、市の指示又は承諾がある場合を除き、管理業務を処理するために市から

提供を受けた個人情報が記録された資料等を複写及び複製することはできません。 

 (9)  再委託の禁止 

    指定管理者は、管理業務を処理するための個人情報を自ら取り扱うものとし、市の承諾

がある場合を除き、第三者に取り扱わせることはできません。 

 (10) 事故発生時における報告 

    指定管理者は、個人情報の漏えい、滅失又はき損その他の事故が発生し、又は発生する

   おそれのあることを知ったときは、直ちに市に報告し、市の指示に従ってください。 

 (11) 実地調査等 

    市は、個人情報の安全確保の措置の実施状況について必要があると認めるときは、実地

   調査し、指定管理者に対して必要な資料の提出を求め、又は必要な指示をします。  

(12) 資料等の返還等 

    指定管理者は、管理業務を処理するために、市から提供を受け、又は指定管理者自らが

収集し、若しくは作成した個人情報を記録した資料等を指定管理期間の満了後、直ちに市

に返還し、又は引き渡す必要があります。 

    ただし、市が別に指示したときは、当該指示に従ってください。 

 (13) 指定の取消し及び損害賠償 

    指定管理者が市と締結する協定書に違反したことにより、市又は第三者に損害を与えた

ときは、市は直ちに指定を取り消し、指定管理者はその損害を賠償しなければなりません。 

 

８ 市による立入検査等 

 (1)  立入検査 

    市は必要に応じ、施設、物品、各種帳簿等及び管理運営の状況について立入検査を行う 

   ことができるものとし、指定管理者は合理的な理由なくこれを拒否できないものとします。 

 (2)  実地調査の実施 

  ① 市は、必要な場合、業務状況を把握し良好な管理状況を確保するため、実地調査を行い

ます。 

  ② 調査の結果、管理状況が良好でないと認められる場合は、市は指定管理者に対し指導・

指示を行います。指定管理者は、市からの指示があった場合、必要な改善等の措置を講じ

るものとします。 

 

９ モニタリング・連絡会議・入居者アンケートの実施 

 (1)  モニタリングの実施 

    市は、管理業務の実施状況を把握し、良好な管理状況を確保するため、指定管理者が管

理業務の基準に沿った運営を行っているか、事業計画で示した業務を履行しているか等に

ついて、実地調査等により確認します。 

    なお、指定管理者は、毎年度終了後、モニタリング評価シートにより管理運営業務が適

切に行えたか自己評価を行い、市へ提出します。 

 (2)  定期的な連絡会議の開催等 

    市と指定管理者は、情報の共有化や課題解決に向けた連携を深めるため、毎月定期的に

連絡会議を開催することとします。 

    また、指定管理者内においても、常に、担当者間の事務処理の連携・情報共有を図るも

のとします。 



 11 

 (3)  入居者アンケートの実施及び管理業務への反映 

    指定管理者は、入居者に対するアンケート調査を年１回実施し、入居者ニーズを把握の

上、サービス向上に向けた改善取組を行います。 

 

 

第４ 応募手続                                     

 

１ 応募資格等について 

 (1)  応募資格 

    広島県内に本社または支店等を有し尾道市内へ窓口事務所を設置し、共同住宅３００戸

以上の管理の実績を有する法人又は団体及び他の団体とのグループ（以下「共同体」とい

う。）です。 

    共同体による申込みについては、次の点に留意してください。 

  ① 共同体で代表となる法人等は、共同体内での業務比率及び出資割合が最大であることを

   要します。 

  ② 共同体で応募する場合は、共同体結成の協定書（写し）が必要です。 

  ③ 共同体結成の協定書で代表団体を決めて、指定手続き等にかかる権限をその代表団体に

   委任し、代表団体が応募してください。 

  ④ 代表団体以外の他の団体は、当該共同体の構成団体となります。 

  ⑤ 代表団体若しくは構成団体となった場合には、別に単独で応募を行うことはできません。

   また、複数の共同体の構成団体となることもできません。 

 (2)  欠格事項 

    次のいずれかに該当する団体又は共同体、若しくはその代表者等は、応募者となること

   はできません。 

  ① 法律行為を行う能力を有しない者 

  ② 破産者で復権を得ない者 

  ③ 地方自治法施行令第１６７条の４第２項（同項を準用する場合を含む。）の規定により本

   市における一般競争入札等の参加を制限されている者 

  ④ 地方自治法第２４４条の２第１１項の規定による指定の取り消しを受けたことがある者 

  ⑤ 本市における指定管理者の指定の手続きにおいて、その公正な手続を妨げる者又は公正な

価格の成立を害し、若しくは不正の利益を得るために連合した者 

  ⑥ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２

   条第２号に規定する暴力団をいう。）又はその構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。）、

   若しくは暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者の統制の下にある団体 

  ⑦ 国税及び地方税を滞納している者 

  ⑧ 会社更生法及び民事再生法等による手続をしている者 

   

２ 募集要項等の配布 

  まちづくり推進課で受付を行い、応募に必要な書類や資料の配布を行います。 

  ※ 次の期間内に、募集要項・応募書類・資料を受け取っていない場合は応募できません。 

 (1)  配布期間 令和７年８月４日(月) ～ ８月２５日（月）午前９時～午後５時 

          ただし、土曜日、日曜日、祝日を除きます。 

 (2)  配布場所  尾道市建設部まちづくり推進課（市役所本庁舎３階） 
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３ 応募書類 

 (1)  申請者の概要を記載した書類 

  ① 指定管理者指定申請書（尾道市公の施設における指定管理者の指定手続等に関する条例

施行規則別記様式） 

  ② 団体概要書（別記様式１） 

  ※ 共同体での応募の場合、併せて次の書類も提出してください。 

   ア 共同体構成届出書（別記様式２） 

   イ 尾道市営住宅管理業務に関する共同体協定書（別記様式３）の写し 

   ウ 共同体申請に係る構成団体の委任状（別記様式４） 

  ③ 管理運営実績に係る申立書（別記様式５） 

 (2)  市営住宅等及び共同施設の管理に関する事業計画書（別記様式６） 

    事業計画書には、次の事項を記載してください。 

  ① 市営住宅等及び共同施設の管理運営に係る基本方針 

  ② 指定予定期間内の年度ごとの管理業務の実施計画 

  ③ 指定予定期間内の年度ごと及び全体の収支計画 

  ④ 管理運営体制（組織の体制、人員の体制、雇用計画等） 

  ⑤ その他特記すべき事項 

 (3)  受託金提案書（別記様式７） 

 (4)  市営住宅等及び共同施設の管理に関する収支計画書（別記様式８） 

 (5)  その他応募に必要な書類 

  ① 登記簿謄本又は登記事項証明書（３か月以内に発行されたもの） 

    法人以外の団体にあっては、代表者の申請をする日現在の住民票の写し 

  ② 定款、寄附行為、規約又はこれらに類する書類 

  ③ 欠格事項に該当しない旨を記載した誓約書（別記様式９） 

  ④ 申請をする日の属する事業年度の事業計画書及び収支予算書 

  ⑤ 過去２年間の財務書類（貸借対照表、損益計算書、事業報告書、利益処分計算書、財産

   目録、キャッシュ・フロー計算書、その他経営の状況を明らかにする書類） 

  ⑥ 役員名簿（申請書提出日現在のもの） 

  ⑦ 印鑑登録証明書 

  ⑧ 直近２事業年度分の納税証明書 

   ア 法人税、消費税及び地方消費税について未納の税額がないことの証明書（国税通則法

    施行規則別紙９号書式その３の３）法人以外の団体にあっては、団体の代表者の申告所

    得税、消費税及び地方消費税に未納がないという証明書（国税通則法施行規則別紙第９

    号書式その３の２） 

   イ 県税（法人事業税、法人県民税）に係る納税証明書 

   ウ 市税に係る納税証明書 

     納税義務がない場合は、納税義務がない旨及びその理由を記載した申立書（別記様式

    １０） 

  ⑨ 指定管理者の管理業務遂行上有用な資格保有者の一覧表（別記様式１１） 

   ※ 共同体での応募の場合は、共同体を構成する全部の法人・団体等について、（5）①

    から⑧を提出してください。 

   ※ 申請書類は、官公庁発行の証明書等やむを得ないものを除き、原則Ａ４判縦型で作成

    してください。 
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４ 提出部数 

  正本１部、副本１０部（複写可）及び電子データ 

 

５ 受付期間及び提出先 

  応募書類は、必ず受付期間内にご持参ください。 

  郵送、ファックス、電子メール等での提出は受理しません。 

 (1)  受付期間 

    令和７年９月８日（月） ～ ９月１７日（水） 午前９時～午後５時 

    ただし、土曜日、日曜日を除きます。 

 (2)  提出先 

    尾道市建設部まちづくり推進課（市役所本庁舎３階） 

 

６ 質問の受付等 

  申請に当たって、募集要項及び業務基準書の内容に関して質問がある場合は、次のとおり受

け付けます。 

 (1)  受付期間 

    令和７年８月１２日（火） ～ ８月２７日（水） 午前９時～午後５時 

    ただし、土曜日、日曜日を除きます。 

 (2)  提出方法 

    所定の質問書（別記様式１２）により、持参又は電子メールにより提出してください。 

    ※電子メールを送ったときは、必ず市に電話で到達の確認をしてください。 

 (3)  提出先 

    尾道市建設部まちづくり推進課（市役所本庁舎３階） 

 (4)  質問の回答 

    応募書類を受け取った全団体を対象に、質問を受け付けてから１週間程度で電子メール

により回答します。また、市ホームページに質問及び回答を掲載します。     

 (5)  電話等による問い合わせ 

    伝達の不備等を回避するため、電話、口頭、ファクス、郵送による質問は一切受け付け

ません。  

 

７ その他応募書類の取扱い等 

 (1)  関係法令の遵守 

    応募書類の内容は、労働基準法（昭和２２年法律第４９号）を含め関係法令を遵守した

   ものとしてください。 

 (2)  応募書類の変更禁止 

    提出後の書類の内容変更は認められません。 

 (3)  虚偽の記載をした場合の失格 

    応募書類の内容に虚偽、又は不正があった場合は失格とします。 

 (4)  応募書類の取扱い 

    応募書類は、理由の如何に関わらず返却できません。 

 (5)  応募の辞退 

    書類提出後に辞退する場合は、辞退届（任意様式）を提出してください。 
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 (6)  応募書類の著作権 

    応募書類の著作権は、それぞれの応募者に帰属します。なお、選定・審査に必要な場合

など本市が必要と認めるときは、本市は提出書類の全部又は一部を無償で使用できるもの

とし、必要な範囲内で複製できるものとします。 

 (7)  費用負担 

    応募に要する費用は、全て応募者の負担とします。 

 (8)  追加書類の提出 

    提出された応募書類を補足する資料の提出を求める場合があります。 

 (9)  情報公開 

    応募書類については、尾道市情報公開条例に基づき公開請求があった場合は、条例に定

   める非公開情報を除き公開します。 

 (10) 市営住宅敷地内の立ち入りについて 

    応募書類作成のため市営住宅敷地内に立ち入る場合は、あらかじめ市（まちづくり推進

課）の承諾を得た上、入居者が実際に生活を営んでいる場所であることを認識し、入居者

に迷惑をかけないとともに不信の念を抱かれないよう注意してください。 

 

第５ 指定管理者候補者の選定                              

 

１ 選定方法及び選定基準 

 (1)  候補者の選定方法 

    尾道市営住宅指定管理者選定委員会設置要綱の規定により、指定管理者選定委員会（以

下「選定委員会」という。)による提案内容等の審査に基づき、指定管理者の候補者を１

者選定します。審査の結果、候補者として適した者がないと認める場合は、候補者を選定

しない場合もあります。 

 (2)  プレゼンテーション及びヒアリング 

    選定委員会は、提案内容のプレゼンテーション及びヒアリングを実施します。実施の場

所、日時については別途応募者へ通知します。 

 (3)  選定基準 

    選定委員会において審査方法を定め、総合点数方式により採点の上、選定します。 

    なお、審査基準ごとの審査の観点及び配点は、次のとおりとします。 

 

審査基準及び審査の観点 配点ウエイト 

事業計画書の内容が、市営住宅等の入居者の平等な

使用を確保できるものであること。 

 ・ 入居者等の平等な使用の確保 

・ 市営住宅等及び共同施設の居住ルールの周知 

配点なし 

（平等性が確保できないと見込ま

れる申請者は、失格とする。） 

適・否 

Ⅰ 管理運営に係る基本方針 

 ・市営住宅等の管理にふさわしい理念・運営方針 
５点 ５点 
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Ⅱ 事業計画の内容が、市営住宅等の効用を最大限に

発揮させるものであること。 

 ・ 市営住宅等の把握と研修体制 

 ・ 円滑な引継とその体制 

 ・ 入居者管理とその体制 

 ・ 健全な住宅内自治組織の育成 

 ・ 市営住宅の入居率向上のための具体的な提案 

各５点 ２５点 

Ⅲ 事業計画の内容が、市営住宅等の管理に係る経費

の縮減を図られるものであること。 

 ・ 経費削減及び入居率向上のための創意工夫 

 ・ 収納率の向上 

 ・ 受託金提案額の多寡 

経費削減及び入居率向上のための

創意工夫：１０点 

収納率の向上：３０点 

受託金提案額の多寡：２０点 

（ただし、管理費用基準額を超える

もの、年度あたり６３，０７６千円

を下回る場合は失格とする。） 

６０点 

Ⅳ 事業計画に沿った市営住宅等の管理を安定して行

う物的能力及び人的能力を有しているものであるこ

と。 

 ・ 経営実績 

 ・ 業務を行う組織 

 ・ 業務窓口の体制 

 ・ 業務受付時間 

 ・ 緊急時の体制 

 ・ 業務の執行体制 

・  安定的な経営 

・  安全な現金管理  

 ・ 個人情報の保護方法 

 ・ トラブル防止 

経営実績：２０点 

業務を行う組織：１０点 

業務窓口の体制：５点 

業務受付時間：５点 

（ただし、２４時間・３６５日の対

応が確保されない場合は失格とす

る。） 

その他の項目：各５点 

７０点 

Ⅴ そのほか、市営住宅等の設置の目的を達成するた

めに十分な能力を有していること。 

 ・ 地元事業者の活用 

 ・ 業務を執行するためのノウハウやアピールした 

  いこと 

 ・ 公共性・公益性・専門性・意欲 

地元事業者の活用：２０点 

業務を執行するためのノウハウや

アピールしたいこと：１０点 

公共性・公益性・専門性・意欲 

：１０点 

４０点 

合計 ２００点 

※ 応募者が１者の場合は、各基準について、その適否（否は失格）を審査します。 

※指定管理者候補者に選定できる基準は、原則として配点合計の１００分の６０以上とし、この

基準を超えない場合には、指定管理者として選定しないこととします。 

 

 (4)  選定対象からの除外 

    応募者が次の要件のいずれかに該当した場合は、当該申請を選定対象から除外します。 

①  選定委員及び関係する市職員と本件提案について、不適切な接触（応募書類受理、応

募に関する質問等の正当な行為を除く）をした事実が認められた場合 

  ② 選定委員会の審査に関して、不当な要求等を申し入れた場合 

  ③ この要項に対して違反又は不正があった場合 

 

２ 選定結果の通知及び公表 
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  選定結果は、全ての応募団体に文書で通知するとともに、尾道市ホームページなどで公表し

ます。 

  なお、公表までの間、選定結果等についてのお問い合わせには回答いたしません。 

  また、選定委員会は非公開とし、選定結果についての質問及び異議については受け付けませ

 ん。 

 

３ 選定結果の取り消し等 

  指定管理者の候補者として選定された団体が、次の事項に該当するときは、その選定結果を

 取り消し、指定しないことがあります。その際、損害が生じても、市は賠償の責めを負いませ

 ん。 

 (1)  資金事情の悪化等により、事業の履行が確実でないと認められるとき。 

 (2)  著しく社会的信用を損なう等により、指定管理者の候補者としてふさわしくないと認め

   られるとき。 

 

４ 指定管理者の指定 

 (1)  議会の議決 

    指定管理者の候補者に選定された団体・法人等については、地方自治法第２４４条の２

   第６項の規定に基づき、指定管理者として指定する議案を市議会［令和２年１２月議会(予

   定)］に提案し、その議案の議決を経て、正式に指定管理者に指定します。 

    指定に当たっては、指定団体に文書で通知するとともに、尾道市公告式条例（昭和２５

   年尾道市条例第２８号）の定めるところにより告示します。 

 (2)  議案の否決の場合の取り扱い 

    指定管理者として指定する議案が、尾道市議会において否決された場合は指定できませ

   ん。この場合に、市は損害賠償等の責任は負いません。 

 

５ 協定の締結 

  指定管理者に決定した法人等は、管理業務に関する細目について、市と協議の上、次の協定

書を締結します。 

 (1)  基本協定書 

    管理業務を円滑に実施するために、指定期間全体に効力を有する基本的事項を定めた協

定書 

  ① 管理業務の基本的項目（指定期間、業務の内容、管理施設の範囲等） 

  ② 指定管理料に関する事項 

  ③ 管理業務に関する責任分担に関する事項 

  ④ 事業計画書及び事業報告書の提出に関する事項 

  ⑤ 管理業務報告に関する事項（定期報告等） 

  ⑥ 指定の取消し等に関する事項 

  ⑦ 秘密保持、情報公開、個人情報の保護に関する事項 

  ⑧ 管理業務の引き継ぎに関する事項 

  ⑨ その他必要な事項 

 (2)  年度協定書 

    年度ごと（４月１日～翌年３月３１日）に取り決めるべき事項について定めた協定書 

  ① 当該年度の管理業務の内容に関する事項 
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  ② 指定管理料に関する事項 

  ③ その他必要な事項 

 

６ 指定管理開始にあたっての準備等 

  指定管理者の候補者は、自己の責任と負担において、令和８年４月１日から円滑に管理業務

を遂行できるように、人的及び物的体制を整備してください。 

 

 

第６ 指定の取り消し等                                 

 

１ 管理業務開始前の指定の解除 

  指定管理者が管理業務の開始前までに、次に掲げる事項のいずれかに該当するときは、市は

指定管理者の指定を取り消し協定の締結をしないこと、又は協定を解除することができるもの

とします。その際、指定管理者に損害が生じても、市は賠償の責めを負いません。 

 (1)  正当な理由なくして協定の締結に応じないとき 

 (2)  財務状況の悪化等により、管理業務の履行が確実でないと認められるとき 

 (3)  著しく社会的信用を損なう行為等により、指定管理者としてふさわしくないと認められ

   るとき 

 (4)  応募資格を喪失したとき 

 

２ 指定の取り消し及び管理業務の一部停止 

  下記のいずれかに該当する場合は、市は地方自治法第２４４条の２第１１項の規定に基づき、

 その指定を取り消し、又は期間を定めて管理業務の全部又は一部の停止を命ずることがありま

 す。 

 (1)  指定管理者が管理業務に関する協定に違反したとき。 

 (2)  指定管理者が地方自治法第２４４条の２第１０項の規定に基づく市の指示に従わない

とき。 

 (3)  指定管理者が管理業務に関する協定を履行することができないと市が認めたとき。 

 (4)  条例の廃止等により指定管理をする必要がなくなったとき。 

 (5)  指定管理者（共同体の場合は構成団体も含む）又はその役員が、暴力団員による不当な

   行為の防止等に関する法律（平成３年５月１５日法律第７７号）第２条に掲げる暴力団又

   は暴力団員、及びそれらの利益となる活動を行う団体であることが明らかとなったとき。 

 

３ 管理業務の継続が困難な場合の取扱い 

  何らかの理由で、指定管理者による管理業務の継続が困難となり、市が指定管理者の指定を

取り消す、又は協定を解除する場合は、次のように取り扱うこととします。 

 (1)  指定管理者の責めに帰すべき理由である場合 

    管理業務の継続が困難になった理由が指定管理者の責めに帰すべき理由である場合は、

市は生じた損害を指定管理者に請求するものとします。 

 (2)  不可抗力による場合 

    不可抗力等、市及び指定管理者双方の責めに帰すことのできない事由により、管理業務

の継続が困難になった場合は、事業継続の可否について協議するものとします。 

    また、一定期間を経ても協議が整わないときには、書面にて通知することにより協定が
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解除できるものとします。 

４ 管理業務の引継ぎ 

  指定期間が満了する場合、又は管理業務の継続が困難になり指定を取り消された場合には、

指定管理者は次期指定管理者又は市が指定する者に対し、管理業務遂行上必要とする書類など

を円滑かつ迅速に引継ぐ必要があります。 

 (1)  入居者への周知 

    管理業務の引継ぎにあたっては、指定管理者の変更について入居者等への周知徹底を図

るとともに入居者に迷惑を及ぼさないよう最大限の配慮をしなければなりません。 

 (2)  引継ぎの期限 

    管理業務の引継ぎは、原則として指定管理期間が満了するまでに管理業務に支障をきた

さないよう行わなければなりません。 

 (3)  引継ぎに係る費用の負担 

    引継ぎやその準備に要する費用は、指定管理者の負担となります。
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【配布資料等一覧】  

尾道市営住宅等指定 

管理業務基準書 

市営住宅等に係る指定管理者の管理業務 

市営住宅等管理に関する取扱要領、個別仕様書 

添付資料１ 尾道市営住宅一覧表 

添付資料２ 尾道市営住宅位置図 

添付資料３ 市営住宅等管理業務分担詳細表 

申請様式等 申請様式 指定管理者指定申請書 

別記様式１ 団体概要書 

別記様式２ 共同体構成届出書 

別記様式３ 尾道市営住宅管理業務に関する共同体協定書 

別記様式４ 共同体申請に係る構成団体の委任状 

別記様式５ 管理運営実績に係る申立書 

別記様式６ 市営住宅等及び共同施設の管理に関する事業計画書 

別記様式７ 受託金提案書 

別記様式８ 市営住宅等及び共同施設の管理に関する収支計画書 

別記様式９ 誓約書 

別記様式１０ 尾道市に納付すべき市税に係る納税義務がないことの申立書 

別記様式１１ 指定管理者の業務遂行上有用な資格保有者の一覧表 

別記様式１２ 質問書 

条例・規則 尾道市公の施設における指定管理者の指定手続等に関する条例 

尾道市公の施設における指定管理者の指定手続等に関する条例施行規則 

尾道市営住宅設置、整備及び管理条例 

尾道市営住宅設置、整備及び管理条例施行規則 

尾道市営単市住宅設置及び管理条例 

尾道市営特定公共賃貸住宅設置及び管理に関する条例 

尾道市営特定公共賃貸住宅設置及び管理に関する条例施行規則 

その他 「市営住宅入居者募集申込のしおり」 

「住まいのしおり」 

  

 

 

 

 

お問い合わせ先 

尾道市建設部まちづくり推進課 （尾道市役所３階） 

  〒７２２－８５０１ 

  広島県尾道市久保一丁目１５－１ 

  （ＴＥＬ） ０８４８－３８－９２４７ 

  （ＦＡＸ） ０８４８－３８－９２９５ 

  （E-ｍａｉｌ） toshi@city.onomichi.hiroshima.jp 
 


